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⼈間社会を育んだ完新世の気候を守る

過去50,000年のグリーンランド気温変動(Kobashi et al., 2017)。変動の⼤きい氷河期と⽐較
して温暖で安定した完新世の気候。気温は1988年から2015年の平均気温からの値。

気温上昇を1.5℃で留めるには、これからの10年が最も重要である。
⼀刻の猶予もない！
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研究⽬的

 京都市、深圳市、サンディエゴ市が、再⽣エネルギーを主⼒電源と
して、2040年までにカーボンニュートラルとなるための戦略研究
を⾏い、市⺠、⾏政、NGO、企業と共に実現を⽬指す。

 化⽯燃料の使⽤は、「⼈と⾃然」の関係に⼤きな影響を与えた。再
エネをベースとしたエネルギーシステムの構築によって、⼈と⾃然
の新たな関係を模索し、次の千年の基盤となる都市システムのある
べき姿を明らかにする。

 3都市における研究結果を元に、世界の都市がカーボンニュートラ
ルとなる社会システムを構築するための提⾔、「千年の計」をまと
め世界に発信する。
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https://www.rts-pv.com/report/schedule/201902_4101.html

将来のPVコストの下落

• PV、⾵⼒、蓄電池、EVなど、再エネ技術のコストが、⼤幅に下がり、⾵⼒、太陽光は、⽇本以
外のメジャーな経済圏では、最も安いエネルギーとなった（BNEF、2018）。

• 2020年代、2030年代も、この傾向は続き⽇本においても再エネが最も安いエネルギー源となる。



PV + EV (Vehicle to Home)

電気は、使うところで作り、ためる、使う。



2030年までの家庭でのPVとEVを使った
節約とCO2排出削減の効果

Kobashi and Yarime (2019)
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22万

27万5千

余剰電⼒11円で売り
PV+EVを使う。

2030

ベースライン

余剰電⼒販売なし。
PV+EVを使う。

余剰電⼒11円で売り
PVのみ、PV+蓄電池。

余剰電⼒販売なし。
PVのみ、PV+蓄電池。

2030年には、PVとEVを組み合わせることで、家庭のエネルギー
⽀出（ガソリンと電気）の50％以上を節約できる。

⾞の使い⽅によって、結果が変わることに注意。



2030年までの家庭でのPVとEVを使った
節約とCO2排出削減の効果

余剰電⼒11円で売り
PV+EVを使う。

余剰電⼒販売なし。
PV+EVを使う。

ベースライン

PVのみ、PV+蓄電池。

PVとEVを組み合わせることでCO2排出（ガソリンと電気）の
80％以上削減できる。
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⾞の使い⽅によって、結果が変わることに注意。

Kobashi and Yarime (2019)



京都市の脱炭素化
研究プロジェクト



京都市CO２ゼロ排出への道
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2020年 2030年 2040-2050年

市全体でCO2排出を下
げつつ、モデル地区に
てカーボンニュートラ
ルシステムの確⽴。

モデル地区のシステムを、
京都市全体に拡⼤し、全
体としてカーボンニュー
トラルを達成する。

モデル地区の策定と、市全
体のカーボンニュートラル
へのブループリントの作成。



技術経済性分析
⼩端拓郎リーダー
（国⽴環境研究所）

フューチャー・デザイン
原圭史郎リーダー
（⼤阪⼤学）

和⾵スマートシティー
⼭形与志樹リーダー
（国⽴環境研究所）

分散型エネルギーシステム
鎗⽬雅リーダー
（⾹港科技⼤学）

エネルギートランジッション
森晶寿リーダー
（京都⼤学）

持続可能な
⾷習慣と⾏動
⽊村宰リーダー
（電中研）

次の千年の都市の在り⽅を京都から考える

市⺠、⾏政、企業、NGOが、将来世
代の視点から「将来可能性」を⽣み出し、
今やるべきことを⾒出す。

安くなる再エネを活⽤し、
化⽯燃料を置き換えるため
の、技術経済性を検討する。

最新の技術を⽤いながら、⽇本⽂
化に合ったスマートシティーを実
現する。

化⽯燃料から再エネにスムーズに移⾏
していくための都市政策を検討する。

⽂化、伝統を通じた⾷習
慣を⾒直すことにより、
持続可能な社会の在り⽅
を考える。

PVなど分散型エネルギーシステムを構築する
ための、規制・制度の在り⽅を検討する。

気候変動下における衡
平な社会作り

宇佐美誠リーダー
（京都⼤学）

衡平性に配慮した、エ
ネルギートランジッ
ションを実現する。



研究体制
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地球研グループ

プロジェクトリーダー（⼩端）
研究者4名
研究補助2名

京都
研究者、⾏政、NGO、企業、市⺠

3都市ロードマップの形成
技術経済性分析

サンディエゴ
研究者、⾏政、NGO、企業、市⺠

深圳
研究者、⾏政、NGO、企業、市⺠

研究者は、専⾨を⽣かしながら都市横断的に
研究活動を⾏う。

Transdisciplinary研究
共に計画し、
共に作り出し、
共に発展すること、
を⽬指す。



ご清聴ありがとうございました。

⼩端拓郎


